
 

 

 令和 6年度〔第 47期〕事業報告に関する件 

                                     

第４７期 事 業 報 告 

自令和６年１０月１日 

至令和７年９月３０日 

 

１ 概 況 

第 47期事業年度にあっては、一般社団法人として的確な事務に努め、建設業に

働く人々の労働福祉と建設業界の発展に寄与するため、第 47 期における事業に

積極的に推進しました。 

 

（１） 第 47期における我が国の経済は、雇用・所得環境が改善する下で、各種政

策の効果もあって、景気は緩やかに回復してきました。 

一方、米国の通商政策の影響が景気の下振れリスクとなり、物価上昇、供給

面での制約、金融資本市場の変動等の影響に十分に注意する必要がありました。

その中で、建設業を巡る足元の経営環境は、エネルギー価格や各種建設資材の

高止まり、深刻な人材不足の問題、さらには、近年の倒産件数の増加も深刻な

問題となっており、依然として厳しい状況が続きました。 

 

（２） そのような情勢の下、補償制度事業は、4補償制度合計で、加入件数は前期

より 423件、2.3％増となり、昨年僅かに減少したものが増加に転じました。掛

金額は前期より 446,983 千円、7.3％増と過去 10 年で最も大幅な増加となり、

21年連続して対前期比プラスとなりました。 

 

（３） 労働福祉事業について、調査研究事業は、労災補償等の調査研究会及び労

働安全衛生等の調査研究会の活動を中心として労働福祉の向上に資する取組

を実施しました。また、支援事業は、拡充した労働災害防止活等費用を活用す

るなど、建設業関係団体等の諸活動を積極的に支援、協力し、労災補償制度の

普及及び労働災害防止活動への助成支援に努めました。 

 

２ 運 営 

（１）会員 

 前事業年度に引き続き建設業関係団体、個別企業等に対し当会活動の広報



に努め会員の加入促進に取り組みました。その結果、正会員及び賛助会員数

は 14,211会員となりました。 

 

（２）理事会 

令和 6年 11月 13日第 42回理事会 

議事 ①令和 6年度第 12回定時社員総会の開催に関する件 

②令和 5年度【第 46期】事業報告に関する件 

   ③令和 5年度【第 46期】決算に関する件 

   ④特定資産への組入れに関する件 

   ⑤資金運用計画案等に関する件 

   ⑥資金運用規程の変更に関する件  

 

令和 7年 4月 8日第 43回理事会 

  議事 ①調査研究等に係る委託事業に関する件 

     ②研究会委員等の謝金等に関する規程の改定に関する件 

③資金運用規程の変更に関する件 

④重要な使用人の任免に関する件 

 

令和 7年 9月 16日第 44回理事会 

議事 ①令和 7年度【第 48期】事業計画に関する件 

   ②令和 7年度【第 48期】収支予算に関する件 

   ③労働安全衛生活動等に対する助成事業に関する件 

   ④常勤役員の定年に関する規程の変更に関する件 

 

（３）定時社員総会 

令和 6年 12月 9日第 12回定時社員総会 

議事 ①令和 5年度【第 46期】事業報告に関する件 

   ②令和 5年度【第 46期】決算に関する件 

   ③特定資産への組入れに関する件 

   ④役員の報酬等及び費用に関する規程の改定に関する件  

 

（４）労災補償等の調査研究会 

    令和 7年 7月 17日 

    〇 建設業を巡る労働情勢の変化等について開催し、本年度報告書策定

に向け検討しました。 

 



 （５）労働安全衛生等の調査研究会 

    令和 7年 6月 2日 

〇 令和 7 年労働災害防止活動に対する助成事業、労働災害防止活動に

関する調査研究テーマ等の在り方に関して検討しました。 

 

３ 補償制度事業 

  補償制度事業については、4補償制度合計で、加入件数は前期より 423件、2.3％

増となり、昨年僅かに減少したものが増加に転じました。掛金額は前期より

446,983千円、7.3％増と過去 10年でも最も大幅な増加となり、21年連続して対

前期比プラスとなりました。 

 

（１）加入件数                             (単位:件) 

区   分 令和 5年度 

（第 46期） 

令和 6年度 

（第 47期） 

差 引 計 

新労災(傷害プラン)補償制度 1,886 2,031 145 

労災上積み補償制度 1,766 1,704 △62 

第三者賠償補償制度 12,327 12,579 252 

建築土木組立工事補償制度 2,694 2,782 88 

合   計 18,673 19,096 423 

 

 

（２）掛金額                                         (単位:千円) 

区   分 令和 5年度 

（第 46期） 

令和 6年度 

（第 47期） 

差 引 計 

新労災(傷害プラン)補償制度 471,081 514,017 42,936 

労災上積み補償制度 509,255 517,987 8,732 

第三者賠償補償制度 4,320,433 4,660,852 340,419 

建築土木組立工事補償制度 783,422 838,318 54,896 

合   計 6,084,191 6,531,174 446,983 

 

  



（３）補償給付 

  補償給付は、次のとおりとなりました。 

 

   ア 新労災(傷害プラン)補償制度 (単位：千円、（ ）内は件数) 

年度 死 亡 後遺障害 
入院・通院 

・休業保険金 
その他 合 計 

4 

5 

6 

0(0) 

61,254(4) 

5,100(1) 

41,631(16) 

20,758(13) 

71,526(33) 

60,526(404) 

51,029(388) 

59,756(374) 

12,323(4) 

0(0) 

0(0) 

114,480(424) 

133,041(405) 

136,382(408) 

 

 

イ 労災上積み補償制度                 （単位：千円、（ ）内は件数） 

年度 死 亡 後遺障害 入院見舞金 その他 合 計 

4 

5 

6 

29,000(3) 

141,500(7) 

92,500(3) 

140,150(11) 

99,522(9) 

13,650(5) 

4,450(61) 

3,600(44) 

3,500(39) 

25,916(56) 

15,863(63) 

24,352(44) 

199,516(131) 

260,485(123) 

134,002(91) 

 

 

   ウ 第三者賠償補償制度     (単位：千円、（ ）内は件数) 

年度 対人賠償 対物賠償 合 計 

4 

5 

6 

32,298(60) 

107,502(87) 

57,524(59) 

2,469,650(3,328) 

2,464,071(3,349) 

2,261,685(3,481) 

2,501,948(3,388) 

2,571,573(3,436) 

2,319,209(3,540) 

 

 

エ 建築土木組立工事補償制度 （単位：千円、（ ）内は件数） 

年度 建築土木組立工事補償 

4 

5 

6 

279,135(163) 

276,825(120) 

204,386(105) 

 

 

（４）共済事業給付金額 

   共済事業における支給額等について、今事業年度はありませんでした。 

 



４ 労働福祉の向上に関する事業 

 

（１）年次報告書「令和 6年労働環境の変化と建設業」の取りまとめ 

労災補償等の調査研究会活動を中心として、年次報告書「令和 6 年労働環境

の変化と建設業」を取りまとめ、厳しい経営環境の中での建設業経営及び雇用

管理の在り方等を通じて建設業で働く方々の労働福祉の向上に資する取組に努

めました。 

 

（２）「労務安全ハンドブック」の作成 

年次報告書「令和 6年労働環境の変化と建設業」を関連資料とともに冊子「労

務安全ハンドブック」として作成し、関係団体等へ無償配付し、労働災害防止

等労働福祉の向上に努めました（14,549部発行）。 

 

（３）調査研究会等の開催 

学識経験者、労災補償及び労働安全衛生分野の専門家等で構成される調査研

究会を運営し、建設業に密接な労災補償分野及び労働安全衛生分野等にわたる

幅広いテーマを取り上げて課題と対策等について検討しました。 

 

（４）労災補償等に関する調査研究 

労災補償分野に関しては、労災補償等の調査研究会における検討を踏まえ、

委託研究として「熱中症について」を取りまとめ、小冊子とし全会員に配布し

ました。引き続き「（仮称）一人親方について」の取りまとめを委託しました。 

   また、労働安全衛生分野に関しては、労働安全衛生等の調査研究会における

検討を踏まえ、委託研究として「新規入場者管理優良事例集Ⅱ」を取りまとめ

るとともに、「（仮称）労働災害防止事例集」及び「（仮称）足場からの墜落防止

対策の充実強化」の取りまとめを委託しました。 

 

（５）労災補償等の講習会の開催等 

地方労働局へのヒアリング等踏まえ、所轄労働基準監督署等と連携して労働

災害防止活動等を展開している建設関係団体を通じて、労災保険制度、労災保

険請求手続等労災保険制度の周知を図る講習会として、1 団体 300 名を対象に

実施しました。 

   また、労働災害防止活動を助成する事業として、労働災害防止啓発大会への

講師派遣等を 1団体に対して実施しました。 

 

 



（６）労働災害防止活動に対する助成 

労働災害防止活動を通じて労災補償制度の収支改善と働く方々の労働福祉の

向上を図るため、労働災害防止活動等費用の助成を拡充するなど、労働災害防

止活動に対する助成事業に、より積極的に取り組みました(69 団体、助成金額

57,117千円)。 

 

（７）労働福祉向上に係る普及啓発 

「労災補償制度の概要」をホームページに掲載し、企業サポートサービスに

努めました。また、労災事故をめぐる問題として、事故防止、労災補償等に関

する相談窓口にて、具体的な相談に努めました。その他広報誌を刊行し、労

働災害の発生状況、補償状況等を掲載し、建設業に従事する皆様へ配付しま

した（28,203部発行）。 


